
＜
神

戸
市

の
人

材
確

保
方

策
に
関

す
る
有

識
者

会
議

＞

目
的

こ
れ

か
ら
の
市
政
を
担
う
将
来
有
望
な

人
材
を
確
保
す
る
た
め
の
方
策
に
つ
い

て
議
論
を
行
う
こ
と
。

委
員

大
学
関
係
者
、
産
業
界
、
金
融
機
関
等
、

産
官
学
金
各
界
か
ら
８
名

※
平
成

29
年
度
、
全
４
回
議
論
を
行
い
、
報
告
書
を
作
成

【
求
め
る
人
材
像
】

●
「
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
」

●
「
リ
ー
ダ
シ
ッ
プ
」

●
「
デ
ザ
イ
ン
力

」
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平
成
3
0年
地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
案
募
集

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
健
全
化
判
断
比
率
の

算
定
・
報
告
の
一
元
化

平
成
30
年
７
月
９
日
京
都
府

総
務
部
自
治
振
興
課
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今
回
の
提
案
に
係
る
業
務
概
要
（
京
都
府
自
治
振
興
課
に
お
け
る
業
務
）

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

普
通
交
付
税

主
担
当
２
名

最
大
1
0
名
体
制

決
算
統
計

主
担
当
１
名

最
大
1
3
名
体
制

健
全
化
判
断
比
率

主
担
当
１
名

（
決
算
統
計
兼
務
）

最
大
1
3
名
体
制

①
交
付
税
額
の
算
定
に

用
い
る
基
礎
数
値
収
集

交
付
税
額
の

算
定
・
決
定

市
町
村
提
出

分
の
検
収

③
市
町
村
に
お
い
て
、

健
全
化
判
断
比
率
算
定

市
町
村
へ

健
全
化
判
断

比
率
算
定
依
頼

交
付
税
算
定
に
用
い
た
基
礎
数
値
を
使
用

結
果
公
表
に

向
け
て
分
析

②
市
町
村
に
お
い
て
、

決
算
統
計
集
計

市
町
村
へ

決
算
統
計

集
計
依
頼

市
町
村
提
出

分
の
検
収

結
果
公
表
に

向
け
て
分
析

決
算
統
計
に
用
い
た
数
値
を
使
用

年
４
回
に

分
け
て
交
付

市
町
村
へ

基
礎
数
値
照
会

１ ２３

1
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提
案
の
背
景
・
支
障
事
例

例
年
４
～
８
月
に
か
け
て
、
総
務
省
が
実
施
す
る
以
下
の
業
務
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ

異
な
る
シ
ス
テ
ム
・
様
式
に
よ
り
集
計
・
算
定
し
て
提
出
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

・
①
普
通
交
付
税
：
交
付
税
算
定
業
務
支
援
シ
ス
テ
ム
（
L
a
sI
s）

・
②
決
算
統
計
：
地
方
財
政
決
算
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム

・
③
健
全
化
判
断
比
率
：
エ
ク
セ
ル
様
式
に
よ
る
メ
ー
ル
提
出

①
普
通
交
付
税
額
の
確
定
及
び

②
決
算
統
計
の
集
計
が
完
了

し
た
後
、
当
該
事
務
に
用
い
た

数
値
を
使
用
し
て
、
③
健
全
化

判
断
比
率
の
算
定
作
業
を
行
う

①
普
通
交
付
税
及
び
②
決
算

統
計
は
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
算
定
・

集
計
す
る
が
、
③
健
全
化
判
断

比
率
は
エ
ク
セ
ル
フ
ァ
イ
ル
に
て

算
定

普
通
交
付
税
や
決
算
統
計
の
数
値
を

転
記
す
る
項
目
が
多
く
、
多
大
な

時
間
を
要
す
る
事
務
…

同
時
期
に
同
じ
よ
う
な
数
値
を

用
い
る
作
業
を
す
る
の
に
、

ま
た
数
値
を
探
し
出
し
て

エ
ク
セ
ル
フ
ァ
イ
ル
に
転
記

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
…

2
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京
都
府
提
案
内
容

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
健
全
化
判
断
比
率
の
算
定
・
報
告
に
つ
い
て
、
普
通
交
付
税
及
び
決
算

統
計
デ
ー
タ
の
自
動
転
記
機
能
を
備
え
た
、
新
た
な
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
効
率
的

か
つ
正
確
に
事
務
を
進
め
、
財
政
健
全
化
法
第
３
条
に
規
定
す
る
「
速
や
か
な
公
表
」
が
で
き
る

よ
う
、
改
善
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

→
自
動
転
記
の
機
能
を
備
え
た
、
①
普
通
交
付
税
及
び
②
決
算
統
計
と

一
元
化
さ
れ
た
新
た
な
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
効
率
的

か
つ
正
確
に
事
務
を
進
め
、
速
や
か
な
公
表
が
可
能
に

○
改
善
効
果

（
市
町
村
財
政
担
当
課
）

・
①
普
通
交
付
税
や
②
決
算
統
計
に
用
い
る
数
値
か
ら
の
転
記
ミ
ス
防
止

・
③
健
全
化
判
断
比
率
の
算
定
に
要
す
る
時
間
を
縮
減

（
都
道
府
県
市
町
村
担
当
課
）

・
管
内
市
町
村
分
の
検
収
に
つ
い
て
、
検
収
項
目
が
削
減
さ
れ
、
事
務
が
効
率
化

残
業
減
っ
て

嬉
し
い
！

3
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健
全
化
判
断
比
率
の
算
定
及
び
報
告
方
法
の
見
直
し
の
イ
メ
ー
ジ

現
状

改
善
後

交
付
税
算
定
業
務

支
援
シ
ス
テ
ム

(L
as

Is)

地
方
財
政
決
算
情
報

管
理
シ
ス
テ
ム①
普
通
交
付
税
算
定

②
地
方
財
政
状
況
調
査

地
方
公
営
企
業
決
算
状
況
調
査

（
決
算
統
計
）

③
財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

健
全
化
判
断
比
率
の
算
定

エ
ク
セ
ル
フ
ァ
イ
ル

（
新
）
地
方
財
政
決
算

情
報
管
理
シ
ス
テ
ム

出
力

普
通
交
付
税
・
決
算
統
計
の

数
値
が
転
記
さ
れ
た
健
全
化

判
断
比
率
の
算
定
用
エ
ク
セ
ル

フ
ァ
イ
ル
を
出
力

デ ー タ 送 信

交
付
税
算
定
業
務
支
援

シ
ス
テ
ム
(
L
a
s
I
s)

同
じ
数
値
を
転
記
す
る

二
度
手
間
を
解
消

（
事
務
の
効
率
化
）

一
元
化

4
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具
体
的
な
事
務
効
率
化
の
効
果
は
ど
の
く
ら
い
？

（
参
考
）
京
都
府
内
Ａ
市
財
政
課

１
人
～
２
人
が
担
当

作
業
時
間
約
２
～
３
週
間

転
記
す
べ
き
数
値
を
決
算
統
計
等

か
ら
探
し
出
す
こ
と
で
さ
え

時
間
が
か
か
る
。

自
動
転
記
機
能
を
備
え
た
シ
ス
テ
ム

を
構
築
す
る
こ
と
で
、
転
記
項
目
を

削
減
で
き
る
。

検
収
事
務
に
つ
い
て
、

１
人
当
た
り
１
～
２
団
体
を
担
当

最
大
1
3
人
体
制

作
業
時
間
１
団
体
当
た
り
約
２
日
間

決
算
統
計
や
普
通
交
付
税
か
ら
の
転
記
項
目

が
非
常
に
多
く
、
チ
ェ
ッ
ク
や
バ
ッ
ク

デ
ー
タ
の
準
備
に
非
常
に
時
間
が
か
か
る
。

自
動
転
記
機
能
を
備
え
た
シ
ス
テ
ム
を
構
築

す
る
こ
と
で
、
検
収
項
目
が
削
減
さ
れ
、

１
団
体
当
た
り
数
時
間
削
減
さ
れ
る
と
想
定
。

ま
た
、
普
通
交
付
税
算
定
や
決
算
統
計
に

用
い
る
数
値
か
ら
の
転
記
ミ
ス
防
止
し
、

統
計
の
正
確
性
を
確
保
で
き
る
。

京
都
府
自
治
振
興
課
（
市
町
村
課
）

※
本
業
務
は
習
熟
度
に
よ
っ
て
、
作
業
時
間
に
差
異
が
生
じ
る
こ
と
か
ら
、
一
概
に
作
業
時
間
等
を
示
す
こ
と
は
困
難
で
あ
る
た
め
、
本
意
見
は
参
考
で
あ
る
。

5
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性
格
：
本
来
地
方
の
税
収
入
と
す
べ
き
で
あ
る
が
、
団
体
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調
整
し
、
す
べ
て

の
地
方
団
体
が
一
定
の
水
準
を
維
持
し
う
る
よ
う
財
源
を
保
障
す
る
見
地
か
ら
、
国
税
と
し
て

国
が
代
わ
っ
て
徴
収
し
、
一
定
の
合
理
的
な
基
準
に
よ
っ
て
再
配
分
す
る
、
い
わ
ば
「
国
が
地
方

に
代
わ
っ
て
徴
収
す
る
地
方
税
で
あ
る
。
」
（
固
有
財
源
）

（
参
考
平
成
１
７
年
２
月
１
５
日
衆
・
本
会
議
小
泉
総
理
大
臣
答
弁
）

地
方
交
付
税
改
革
の
中
で
交
付
税
の
性
格
に
つ
い
て
は
と
い
う
話
で
す
が
、
地
方
交
付
税
は
、
国
税
五
税

の
一
定
割
合
が
地
方
団
体
に
法
律
上
当
然
帰
属
す
る
と
い
う
意
味
に
お
い
て
、
地
方
の
固
有
財
源
で
あ
る
と
考
え

ま
す
。

総
額
：
所
得
税
・
法
人
税
の
3
3.
1％
、
酒
税
の
5
0％
、
消
費
税
の
2
2.
3％
、
地
方
法
人
税
の
全
額

交
付
時
期
：
普
通
交
付
税
４
，
６
，
９
，
１
１
月
の
４
回
に
分
け
て
交
付

た
だ
し
、
大
規
模
災
害
に
よ
る
特
別
の
財
政
需
要
を
参
酌
し
て
繰
上
げ
交
付
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

（
参
考
１
）
①
普
通
交
付
税
と
は
…
？

４
～
７
月
に
か
け
て
、
当
該
年
度

に
交
付
す
る
普
通
交
付
税
の

額
の
算
定
・
決
定
の
業
務
が
あ
る

○
所
得
税
、
法
人
税
、
酒
税
、
消
費
税
の
一
定
割
合
及
び
地
方
法
人
税
の
全
額
と
さ
れ
て
い
る
地
方

交
付
税
は
、
地
方
公
共
団
体
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調
整
し
、
ど
の
地
域
に
住
む
国
民
に
も
一
定
の

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
よ
う
財
源
を
保
障
す
る
た
め
の
も
の
で
、
地
方
の
固
有
財
源
で
あ
る
。
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